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個票　1

総事業費（単位：千円） 83,596事業名 精神保健福祉士配置促進事業

事業の区分 Ⅱ　居宅等における医療の提供に関する事業

事業の対象となる区域 都全域

事業の実施主体 東京都

背景にある医療・介護ニーズ

　平成２６年４月から改正精神保健福祉法が施行され、医療保護入院者の退院促進に関
する措置として、患者本人の人権擁護の観点から可能な限り早期治療・早期退院ができる
よう、精神科病院の管理者に、①退院後生活環境相談員、②地域援助事業者との連携、
③医療保護入院者退院支援委員会の開催等が義務付けられた。
　そのため、医療機関は退院後生活環境相談員の役割を担う精神保健福祉士等の人材
確保が必要。

事業の期間 平成２６年度から平成２９年度まで

事業の有効性・効率性

（1）事業の有効性
　医療機関において、退院支援を行う精神保健福祉士を配置することにより、円滑な退院
を促進することができたと考える。
（2）事業の効率性
　別の事業での医療機関訪問を活用して積極的に事業周知を行うことによって効率的に
事業を実施した。

その他
より多くの病院に活用してもらうため、平成３０年度においても医療機関に対して積極的に
周知を行う。

事業の内容

医療保護入院者の早期退院に向けた、病院内外における調整や、退院支援計画、退院支
援委員会への地域援助事業者の出席依頼など、医療と福祉の連携体制を整備する役割
が精神保健福祉士に期待されることから、医療保護入院者の早期退院を目指す精神科医
療機関における精神保健福祉士の確保のための人件費の補助を行う。

アウトカム指標

アウトプット指標（当初の目標値）
新たに精神保健福祉士を配置した病院の数　５４病院以上

→本事業を利用し精神保健福祉士を配置した病棟の在宅移行率　９０％以上

アウトプット指標（達成値） 新たに精神保健福祉士を配置した病院の数　３０病院

継続 終了継続 終了
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個票　2

総事業費（単位：千円） 3,083

事業の期間 平成２６年度から平成２９年度まで

事業名 精神障害者早期退院支援事業

事業の区分 Ⅱ　居宅等における医療の提供に関する事業

事業の対象となる区域 都全域

事業の実施主体 東京都

背景にある医療・介護ニーズ

平成２６年４月から改正精神保健福祉法が施行され、医療保護入院者の退院促進に関す
る措置として、患者本人の人権擁護の観点から可能な限り早期治療・早期退院ができるよ
う、精神科病院の管理者に、①退院後生活環境相談員の選任、②地域援助事業者との連
携、③医療保護入院者退院支援委員会の開催等が義務付けられた。
　そのため、病院における、退院支援委員会に地域援助事業者を出席させる体制の整備
が必要。

アウトカム指標：

事業の有効性・効率性

（1）事業の有効性
　医療保護入院者退院支援委員会等に地域援助事業者等が参加した際の費用や医療機
関の事務手数料を補助することにより、地域援助事業者等が退院支援委員会等に参加す
る機会が増え、医療と福祉の関係者の連携を促進できた。

（2）事業の効率性
　地域援助事業者等への報酬及び交通費に加え、医療機関の事務手数料も補助すること
により、医療機関も取り組みやすくなり、効率的な働きかけができた。

その他
より多くの医療機関に活用してもらうために、平成３０年度においても医療機関のみなら
ず、地域援助事業者にも関係機関を通じて積極的に周知を行う。

事業の内容

医療保護入院者へ地域援助事業者を紹介し本人や家族の相談支援を行うほか、退院支
援委員会への地域援助事業者の出席依頼など、地域援助事業者との連携を図り、地域に
おける医療と福祉の連携体制を整備する精神科医療機関に対する支援を行う。

①地域援助事業者が、医療機関における医療保護入院者の退院支援のための会議へ出
席した際の事前調整経費等

②退院支援のための会議に地域援助事業者を出席させた医療機関への事務費等補助

アウトプット指標（当初の目標値）
地域援助事業者が退院支援委員会に参加した回数　２万回以上

→入院後１年時点の退院率　９１％以上

アウトプット指標（達成値）

地域援助事業者等が退院支援委員会等に参加した回数
平成２６年度　　　９回
平成２７年度　２５４回
平成２８年度　５８３回
平成２９年度　５８５回

継続 終了
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個票　3

総事業費（単位：千円） 388,836

事業の期間
平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日

　　　　　　　　　　　　／

事業名 救急医療機関勤務医師確保事業

事業の区分 Ⅳ　医療従事者の確保に関する事業

事業の対象となる区域 東京都全域

事業の実施主体 救急告示医療機関

背景にある医療・介護ニーズ

平成13年から平成27年における救急患者搬送数を見ると、平成13年の56万7千人から平
成30年には72万6千人となっており、15万9千人増加しているが、一方で、救急患者を受け
入れる救急告示医療機関については、平成13年の384施設から平成28年までには67施設
減少して317施設となっている。
　救急告示医療機関の減少及び救急搬送需要の増加に対応するために、安定的な救急
医療体制の確保が必要である。

アウトカム指標：救急告示医療機関（平成30年10月1日現在）317施設

事業の有効性・効率性
（１）事業の有効性：救急医療を提供する医療機関が支給する救急勤務医手当に対し補助
を実施することで、救急医療を担う医師の処遇改善を図ることができ、救急告示医療機関
の確保に寄与する。

その他

事業の内容

【事業内容】
医療機関が休日及び夜間において救急医療に従事する医師に対し、救急勤務医手当を
支給する場合、補助金を交付する。
【補助対象】
救急告示医療機関、総合周産期母子医療センター及び地域周産期母子医療センター
【基準単価】
休日昼間4,523円／回　　　毎日夜間6,220円／回
【補助率】
2／3（独立行政法人、大学法人等は1／3）

アウトプット指標（当初の目標値）
　救急医療を提供する都内の医療機関が、救急勤務医に支給する手当に対して補助を行
う（95施設、10,169人分）。

アウトプット指標（達成値） 救急勤務医に手当を支給した医療機関に対して補助を行った　91施設、8,890人分

継続 終了
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個票　4

総事業費（単位：千円） 416,324

事業の期間
平成29年4月1日～平成30年3月31日

　　　　　　　　　　／

事業名 院内保育施設運営費補助

事業の区分 Ⅳ　医療従事者の確保に関する事業

事業の対象となる区域 都全域

事業の実施主体 医療施設

背景にある医療・介護ニーズ

①医療従事者の確保、離職防止及び再就業の促進
②安静の確保に配慮する必要があり、集団保育が困難な児童の保育

アウトカム指標：院内保育施設運営施設　１２１施設

事業の内容
都内の病院及び診療所に勤務する職員のための保育室の運営に係る費用のうち、人件
費相当分を補助する。また、運営内容に応じて各種加算を行う。

アウトプット指標（当初の目標値） 院内保育施設運営施設数　１２１施設

アウトプット指標（達成値） 院内保育施設運営施設数　１２１施設

事業の有効性・効率性

（１）事業の有効性
　保育室の運営に係る費用のうち、人件費相当分の補助や運営内容に応じた各種加算を
行うことで事業者負担額を削減でき、病院内保育所の開設増加の促進につなげることが
できた。

（２）事業の効率性
　院内保育施設数が増加したことにより、乳幼児の預け入れ人数が増加したことで、育児
世代の医療従事者の確保、離職防止及び再就業の促進が効率よく推進されたと考える。

その他

継続 終了
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個票　5

総事業費（単位：千円） 551,597

事業の期間
平成30年4月1日～平成31年3月31日

　　　　　　　　　　／

事業名 看護師等養成所運営費補助

事業の区分 Ⅳ　医療従事者の確保に関する事業

事業の対象となる区域 東京都全域

事業の実施主体 東京都（保健師助産師看護師法による指定を受けた学校・養成所）

背景にある医療・介護ニーズ

保健師、助産師、看護師及び准看護師の養成を行うために要する経費を補助することに
より教育内容を充実させ、もって都内における看護師等の充足を図り、都民の生命と安全
の確保に寄与することを目的としている。

看護職員数119,136人（Ｈ26業務従事者届<実数>）→増加(平成35年度末)
（人数については需給推計に合わせて設定）

事業の有効性・効率性
補助金を施設運営に活用することで、看護教育の充実、資質向上及び安定的な看護師の
確保に資する。

その他

事業の内容
看護師等の学校又は養成所に対し、必要な経費を補助することにより教育内容の充実と
都内の看護師等の充足を図る。

アウトプット指標（当初の目標値） 補助対象課程数：43

アウトプット指標（達成値）
補助課程数：34　（補助施設数：31）
交付額：557,036千円

継続 終了
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